
板橋区保育室制度助成事業実施要綱 
（平成１４年３月２９日区長決定）  

 
（目 的）  
第１条 この要綱は、児童福祉法（昭和２２年法律第１６４号。以下「法」という。）第３９

条に規定する業務を目的とする施設であって、法第３４条の１５第２項及び第３５条第４

項、就学前の子どもに関する教育、保育等の総合的な提供の推進に関する法律（平成１８

年６月１５日法律第７７号）第１７条第１項の規定による認可を受けていない保育施設並

びに東京都認証保育所事業実施要綱に基づき東京都知事から認証を受けていない保育施設

（以下「認可外保育施設」という。）が保育室として多様なニーズに対応できるよう、その

運営にかかる経費の助成について必要な事項を定め、もって児童福祉の増進を図ることを

目的とする。  
 
（用語の定義） 
第２条 この要綱において次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところによる。  

(1) 児童 原則として、区内に住所を有する、３歳未満の児童で保育の必要性がある者を

いう。 
(2) 保護者 親権を行う者、後見人その他の者で、現に児童を監護する者をいう。 
(3) 保育室 本要綱による助成の対象となる認可外保育施設をいう。  
(4) 施設長 保育室を代表し、その運営について責任を有する者をいう。  
(5) 保育部屋 保育の用に供する部屋をいう。  

 
（助成対象） 
第３条 助成の対象となる保育室は、第１号及び第２号に掲げる要件又は第１号及び第３号

に掲げる要件を満たすものでなければならない。 
(1) 別表１を満たしていること。 
(2) 申請日現在、施設長が特別区民税及び軽自動車税を滞納していないこと(個人の場合

に限る)。 
(3) 申請日現在、法人住民税を滞納していないこと（法人の場合に限る）｡ 

 
（助成金の区分等） 
第４条 助成金の区分及び基準額等は、別表２に定めるところによる。  
 
（助成の申込み） 
第５条 施設長は、保育室事業実施計画書（別記第１号様式）、助成金交付申請書（別記第２

号様式）及び保育運営費所要額計算書（別記第２号様式の２）を区長に提出しなければな

らない。 
２ 第３条第２号に該当し、次のいずれかに該当する場合は、当該領収書の写し若しくは納

税証明書又は非課税証明書（いずれも直近のもの。領収書の写しは、直近のものが属する

年度分で納期が既に到来しているもの全て）を添付するものとする。  
(1) 助成金交付申請書（別記第２号様式）において、申請者から区税納付状況調査に関す

る同意が得られない場合 
(2) 区外に居住している場合 



(3) 区外からの転入者で、転入前の自治体において課税されている場合 
３ 第３条第３号に該当する場合は、直近の法人住民税の領収書の写し又は納税証明書（非

課税の場合は申告書（控）の写し、免除の場合は免除決定通知書の写し）を添付するもの

とする。  
（助成の決定） 
第６条 区長は、前条の申請があったときは、その内容及び当該申請にかかる保育室が立地

する地域の保育需要を勘案し、助成金交付の可否を決定する。  
２ 区長は、交付の可否を決定したときは、保育室助成金交付・不交付決定通知書（別記第

３号様式）により通知する。  
 
（変更交付申請） 
第７条 施設長は、保育運営費に係る助成金について児童数の変動等により前条の交付決定

額に対し過不足が生じたとき（又はその恐れがあるとき）は、変更交付申請書（別記第４

号様式）に保育運営費所要額計算書（別記第２号様式の２）を添付し、区長に変更交付を

申請しなければならない。ただし、変更交付申請は、当該年度内において行うものとする。  
２ 区長は、前２項の変更交付申請があったときは、速やかに申請の内容を精査し、変更交

付の内容を決定するとともに、変更交付決定通知書（別記第５号様式）により事業者に通

知しなければならない。 
 
（助成金の交付方法） 
第８条 助成金は、次に定めるところにより交付する。 

(1) 保育室運営充実費 助成開始月の２０日（その日が土曜日、日曜日、国民の祝日又は

金融機関の休業日であるときは、その日前のその日に最も近い土曜日、日曜日、国民の

祝日又は金融機関の休業日でない日とする。以下この条において同じ。）に支払う。  
(2) 前号以外の助成金 毎月１日における第１０条に定める保育受託実績に基づき、当該

月の２０日に支払う。 
２ 前項の規定に係わらず、次条に定める期限までに助成金の請求がなかったときは、請求の

あった日から３０日以内に支払うものとする。  
 
（助成金の請求） 
第９条 保育室の施設長は、前条各号に定める助成金の交付を受ける月の５日までに、請求

書（別記第６号様式）により区長に助成金の請求を行うものとする。  
 
（受託児童の届出） 
第１０条 保育室の施設長は、児童の当該保育室の利用につき、当該児童の保護者と保育委

託契約を締結するものとする。 
２ 施設長は、第６条に規定する助成の決定を受けたときは、保育委託契約を締結した児童

について保育受託届（別記第７号様式）を区長に提出しなければならない。  
３ 本要綱による助成期間中、施設長が保護者と保育委託契約を締結したときは、速やかに

その旨を保育受託届（別記第７号様式）により区長に届け出なければならない。  
４ 前２項の届出があった場合、区長は、当該保育委託契約が適当でないと認めるときは、

当該児童にかかる助成金相当額の支払いを拒むことができる。 
５ 施設長は、児童の保育委託契約を解除したときは、速やかにその旨を保育解除届（別記



第８号様式）により区長に届け出なければならない。  
 
（状況報告） 
第１１条 施設長は、次の各号に定める事項につき、それぞれ各号に定めるところにより区

長に報告しなければならない。 
(1) 毎月初日現在の在籍職員数及び児童数 毎月５日までに保育室職員数及び在籍児童数

報告書（別記第９号様式）により報告する。 
(2) 別表１に規定する賠償保険 加入または変更したときに速やかに証書の写しにより加

入又は変更報告をする。 
(3) 保育室事業実施計画書に記載した内容の変更 変更しようとするときは速やかに変更

後の内容を記載した保育室内容変更報告書（別記第１号様式の２）により報告する。  
(4) 助成年度にかかる保育室収支状況 助成期間終了後速やかに、保育室収支状況報告書

（別記第１０号様式）により報告する。 
 
（助成金額の確定） 
第１２条 区長は、前条第４号の収支状況の報告があったときは、関係書類を審査し、適当

と認めるときは補助すべき金額を確定し、保育室助成金確定通知書（別記第１１号様式）

により施設長へ通知する。  
 
（保育の中止） 
第１３条 施設長は、保育室従事者が、感染性の疾患にかかったとき、その他保育室におい

て、児童を保育することが適当でない事由が生じたときには、区長と協議のうえ、その事

由が消滅するまでの間、児童の保育を中止するものとする。  
 
（権利義務の譲渡の禁止） 
第１４条 施設長は、この助成金交付によって生ずる権利または義務を第三者に譲渡し、ま

たは継承させてはならない。  
 
（助成金交付決定の取消し）  
第１５条 区長は、施設長が助成申請の取下げを申入れたとき又は次の各号のいずれかに該

当すると認められたときは、保育室助成金の交付決定を取り消すことができる。  
(1) 施設長が本要綱の条項に違反したとき。 
(2) 別表１に掲げる条件を欠くに至ったとき。 
(3) 区長が当該保育室の助成を不適当と認める事由が生じたとき。 

２ 区長は、前項の規定により保育室助成金交付決定を取り消したときは、保育室助成金交

付取消通知書（別記第１２号様式）により通知し、同項各号に掲げる事由が生じた月以降

の助成金を交付しない。 
３ 前項の規定にかかわらず、虚偽の報告その他により助成金を受けた場合は、区長は既交

付の助成金の返還を求めることができる。 
４ 区長は、第１項の規定に基づく助成の取消しにより、保育室施設長に損害が生じてもそ

の賠償の責は負わない。  
 
（検査） 



第１６条 区長は、保育室の助成を決定した場合において、必要があると認めるときは、施

設長に報告を求め、又は職員をして施設に立ち入らせて実地に検査させることができる。  
 
（遵守事項）  
第１７条 児童の保育にあたっては、保護者と児童の保育方法について十分協議し、児童の

心身の発達の段階に応じて適切に行わなければならない。 
２ 施設長は、区が実施する検査等に応ずるとともに、検査等により受けた指示に従わなけ

ればならない。  
 
(書類の整備保管)  
第１８条 運営費に係る書類（保育契約書、登園状況、その他関係書類）は、当該年度の事

業終了後５年間保管しなければならない。  
 
（準用） 
第１９条 助成金の交付に当たっては、この要綱に定めるもののほか、東京都板橋区補助金

等交付規則（昭和４２年３月３１日、東京都板橋区規則第３号）によるものとする。  
 
 付 則 
この要綱は、平成１４年４月１日から施行する。  
 
 付 則 
この要綱は、平成１６年３月１０日から施行し、平成１６年３月１日から適用する。  
 
付 則 
この要綱は、平成２０年４月１日から施行する。  
 
 付 則 
この要綱は、平成２５年４月１日から施行する。  
 
付 則 
この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 






